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石川社会保険労務士事務所の料金表(基準) 

石川社会保険労務士事務所では、社会保険労務士法施行規則第１２条の１０(報酬の基準を明示する

義務)に基づき、法第２条第１項各号に掲げる業務を事業所様の委託を受けて遂行するに当たっては、

事前に報酬額の算定の方法その他の報酬の基準を下記の通り明示することとします。ただ、個人のお客

様や事業所様(従業員様個人)の状況も踏まえ、その契約内容については柔軟に対応させていただくつも

りですので、先ずはご相談いただきますようお願い申し上げます。 

１．顧問報酬 

労働基準法、労働者災害補償保険法(労災保険法)、雇用保険法、健康保険法、厚生年金保険法、国民

年金法、労働保険の保険料の徴収等に関する法律(労働保険料徴収法)等労働社会保険諸法令に関する書

類作成や提出代行、労働社会保険諸法令に基づく届出や申請等についての事務代理、労働社会保険諸法

令に基づく帳簿書類の作成、労務管理その他の労働に関する事項や社会保険に関する事項についての相

談や指導業務 

人数 １～５人 ６～１０人 １１～１５人 １６～２０人 

顧問報酬月額 １１，０００ ２２，０００ ３３，０００ ４４，０００ 

人数 ２１～３０人 ３１～４０人 ４１～５０人 ５０人超 

顧問報酬月額 ６６，０００ ８８，０００ １１０，０００ 別途相談 

※ 上記顧問報酬月額には、下記の<顧問報酬業務に含まれない業務>に係る料金については含んでいま

せん。 

※ 人数は、事業主(常勤役員を含む)、従業員(パートタイマー、アルバイトを含む)の合計です。 

※ 建設の事業等の二元適用事業は 5割増となります。 

 

< 顧問報酬業務に含まれない業務（別途料金が必要となる業務）> 

・ 給与・賞与計算業務 

・ 就業規則や諸規程等、時間外労働・休日労働に関する協定届(三六協定)の作成・変更 

・ 助成金や補助金等の支給申請業務 

・ 労働保険(増加)概算・確定保険料申告書や健康保険・厚生年金保険報酬月額算定基礎届/厚

生年金保険 70歳以上被用者算定基礎届等の保険料の算定や申告 

・ 届出や申請等に付随したり、またはその前提となる文書の立案や作成 

・ 労働社会保険諸法令の新規適用や廃止手続き 

・ 労働社会保険諸法令に関する不服申立に関する業務(料金については別途ご相談させていだきます) 

・ 労働者派遣事業の適正な運営及び派遣労働者の保護等に関する法律(労働者派遣法)等労働に関する

諸法令に係る届出や申請等の業務(料金については別途ご相談させていだきます) 
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・ 健康保険組合等への編入手続き(料金については別途ご相談させていだきます) 

・ 労働安全衛生法に係る届出や申請等の業務(料金については別途ご相談させていだきます) 

・ 従業員様個人に係る手当金や給付(金)等に関する業務（健康保険法の傷病手当金支給申請書や高額

療養費支給申請書等、雇用保険法の(出生時)育児休業給付金支給申請書等、国民年金法等の年金請

求書等など） 

<その他ご留意いただきたい事項> 

弊事務所では、労働・社会保険手続において電子申請での対応が可能な場合については、電子政府の

総合窓口「e-Gov電子申請システム」や「SmartHR」といったクラウド系のシステムを使用して業務を遂

行することも可能です。その方法での受託につきご承諾いただける場合には、導入に当たっての事業所

様との事前打ち合わせ等(個人情報並びに個人番号をその内容に含む特定個人情報(以下「特定個人情報

等」と言います)及び電子申請の取扱いも含む)を要することになります。なお、同クラウド系のシステ

ム導入費用は弊事務所において負担(ただし、「SmartHR」は、事業所様においてご負担いただく契約形

態になります)するものとします。 

２．給与・賞与計算業務 

月額基本料金 22,000円 
6人以上は、1人増す毎に 

550円を加算します。 

導入時基本料金（登録作業料） 22,000円 
6人以上は、1人増す毎に 

1,100円を加算します。 

※ 人数は、事業主(常勤役員を含む)、従業員(パートタイマー、アルバイトを含む)の合計です。 

※ 賞与計算（臨時給与計算を含む）・年末調整は、１回につき月額基本料金をいただきます。 

※ 原則として、給与計算業務は賃金締切日から支給日までの期間が10日以上の事業所様に限定させ

ていただきます。なお、当該期間が10日未満の事業所様については、ご相談 させていただきま

す。 

※ 原則として、賞与計算業務についても、その支給対象期間の末日から支給日までの期間が 10日以

上の事業所様に限定させていただきます。なお、当該期間が 10日未満の事業所様については、ご

相談させていただきます。 

<その他ご留意いただきたい事項> 

弊事務所では、㈱マネーフォワード様の「マネーフォワードクラウド給与」システムを使用して業務

を遂行することも可能です。その方法での受託につきご承諾いただける場合には、導入に当たっての事

業所様との事前打ち合わせ等を要することになります。なお、同社からの同システム導入費用は弊事務

所において負担するものとします。 

３．手続報酬 

① 就業規則や諸規程等の作成・変更  

内   容/種   別 個別契約 顧問契約 

就業規則(三六協定を含む)の新規作成 165,000円～ 82,500円～ 
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就業規則(三六協定を含む)の変更 82,500円～ 41,250円～ 

賃金規程・退職金規程等諸規程の新規作成 165,000円～ 82,500円～ 

賃金規程・退職金規程等諸規程の変更 82,500円～ 41,250円～ 

※ なお、就業規則は作成・変更よりもその後の運用のほうが重要ですので、顧問契約の締結を推奨し

ます(就業規則は運用次第でその価値は大きく異なります。また、定期的な見直しが必須となりま

す)。 

② 助成金や補助金等支給申請（社会保険労務士が取り扱える制度に基づくものに限ります） 

内容/種別 個別契約 顧問契約 

成功報酬方式 受給額の 20%相当額 受給額の 10%相当額 

※ 事業所様の都合により申請を取り止めた場合、個別契約の場合は受給見込額の 10%相当額、顧問契

約の場合は同5%相当額を請求させていただきます。 

※ 助成金等によっては、改善計画等の事前の作成・提出が必要になる場合があります。その場合には

別途料金55,000円を請求させていただきます。 

※ また、助成金等によっては、就業規則等の作成・変更が必要になる場合もあります。その場合には

①に基づき、別途料金を請求させていただきます。 

※ 着手後に不正受給に該当する旨発覚した場合には、以後の助成金等の支給申請手続きを中止し、違

約金として、個別契約の場合は受給見込額の50%相当額、顧問契約の場合は同 25%相当額を請求さ

せていただきます。同時に、この場合には、個別契約や顧問契約に関わらず、お客様や事業所様と

の契約は解除させていただく場合があります。 

※ 個別契約の場合には、原則として着手金として22,000円を請求させていただきます。 

③ 労働社会保険の新規適用や廃止等 

被保険者数/種別 労働保険のみ 社会保険のみ 両保険同時 

1～4人 22,000円 33,000円 44,000円 

5～9人 33,000円 44,000円 66,000円 

10～19人 55,000円 66,000円 110,000円 

20人以上 1人増す毎に 1,100円加算 1人増す毎に 2,200円加算 

※ 建設の事業等の二元適用事業は労働保険については5割増となります（両保険同時の場合は別途ご

相談させていただきます）。 

④ 保険料の算定・申告  

被保険者数/種別 
労働保険 

(増加)概算・確定保険料申告書 

健康保険・厚生年金保険 

報酬月額算定基礎届 

月額変更届・賞与支払届 
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1～4人 22,000円 22,000円 

5～9人 33,000円 33,000円 

10～19人 44,000円 44,000円 

20人以上 1人増す毎に 1,100円加算 

※ 建設の事業等の二元適用事業及び海外派遣者の特別加入等がある場合は、別途ご相談させていただ

きます。また、建設の事業等に係る単独有期事業における「労働保険 保険関係成立届」「労働保

険(増加)概算・確定保険料申告書」等の作成等、建設の事業等に係る一括有期事業における「労働

保険 保険関係成立届」「労働保険(増加)概算・確定保険料申告書」「一括有期事業開始届(な

お、平成31年 4月 1日以後、廃止されています)」「一括有期事業報告書」「一括有期事業総括

表」等の作成等には相応の時間を要することもあり、これらについても別途ご相談させていただき

ます。 

※ これら業務を遂行するに当たって必要となる書類等については、事業所様の責任においてご用意い

ただきますようお願い申し上げます。 

⑤ 従業員様個人に係る届出等 

(例)雇用保険被保険者資格取得届及び同喪失届(離職票の作成は除く)、健康保険・厚生年金保険被保

険者資格取得届/厚生年金保険 70歳以上被用者該当届及び同喪失届/同不該当届、健康保険被扶養者

(異動)届/国民年金第3号被保険者関係届、健康保険・厚生年金保険被保険者住所変更届、健康保険・

厚生年金保険産前産後休業取得者申出書/変更(終了)届、雇用保険被保険者氏名変更届等  々

    1件につき 11,000円 

※ 顧問契約をご締結いただいた場合には、これらの業務は顧問契約に含まれています。 

⑥ 個人のお客様及び従業員様個人に係る保険給付請求、支給申請、年金請求等  

内容/種別 一般的なもの 複雑なもの 

健康保険・労災保険給付請求 

４４，０００円 

労災保険の障害(補償)給付等

も含め別途相談 

雇用保険給付金等支給申請(雇

用保険被保険者離職証明書(離

職票)の作成も含む) 

別途相談 

年金請求等 
障害基礎(厚生)年金等も含め 

別途相談 

第三者行為による保険給付請求 
８８，０００円(労災保険の場合) 

別途相談 
６６，０００円(健康保険の場合) 

労災保険の海外派遣者の特別加

入に係る保険給付請求 
３３，０００円 

その他 ２２，０００円 別途相談 
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<その他ご留意いただきたい事項> 

弊事務所では、労働・社会保険手続において電子申請での対応が可能な場合については、電子政府の

総合窓口「e-Gov電子申請システム」を使用して業務を遂行することも可能です。その方法での受託に

つきご承諾いただける場合には、導入に当たっての個人のお客様や事業所様(従業員様個人)との事前打

ち合わせ等(特定個人情報等及び電子申請の取扱いも含む)を要することになります。 

４．人事・労務管理報酬 

 人事・労務管理報酬とは、社会保険労務士業務のうち人事・労務管理に関する多岐にわたる事項につ

き、相談、指導、企画、立案及び実施のための運用、指導を行う場合における報酬です。それらは受託

内容、業務スケジュール、作業量等によって内容が大きく変わります。また、ほとんどの場合、就業規

則や諸規程等の作成・変更業務も受注させていただくことになると思われますので、一律の料金設定は

行っておりません。従って、報酬の額については、個別事情により別途ご相談させていただきます 

５．相談・立会報酬 

① 相談報酬  

 相談報酬とは、労働社会保険諸法令につき、ご依頼を受けた都度、ご相談に応じ又は指導する場合に

受ける報酬です。 なお、法定・任意後見制度等の利用に関するご相談や高度な知識を要するものにつ

いては、別途ご相談させていだきます。 

   1回 1時間  1１,000円+交通費実費 （以降 30分毎に1,100円追加） 

② 立会報酬  

 立会報酬とは、関係官庁が行う調査等に当たって、立会う場合に受ける報酬です。  

   1回 1時間  16,500円+交通費実費 （以降30分毎に1,650円追加） 

６．旅費・日当・宿泊費 

旅費・日当・宿泊費は、受託業務に関し、個人のお客様や事業所様(従業員様個人)のご依頼により出張

した場合に受けるものです。 

 

※ 旅 費 実費 鉄道・航空機・船舶・車(自家用車)  

なお、車の場合は、往復走行距離×ガソリン単価(注 1)÷基準燃費(注 2)で算出したものを請求さ

せていただきます。 

(注1)出張日の直近に、給油所で給油した際の実際の小売価格に基づき算出し、その際の領収書を添付した上

で請求させていただきます。 

(注2)国土交通省：「自動車燃費一覧表(令和6年3月) ガソリン乗用車(普通・小型)(WLTCモード)」に基づ 

く燃費値(㎞/L)は33.6になります。添付別紙に記載の通り。 

※ 日 当 1日 11,000円 

※ 宿泊費 実費 

※ 交通機関を利用する場合の座席指定等、宿泊については、常識の範囲内のクラスとする。 

７．報酬の特例 

① 消費税等 
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 報酬等の価格はすべて税込価格にしています。 

② 特例 

 業務内容が複雑多岐にわたる場合、業務遂行に相当の時間を要する場合、開業支援業務の場合、法定相

続情報証明制度に係る業務の場合、裁判所の手続において訴訟代理人である弁護士とともに出頭し陳述

することができる補佐人としての業務の場合、任意後見制度等に係る業務の場合については、別途ご相

談させていただきます。なお、法定後見制度に係る業務に関しては、その報酬等は裁判所において決定さ

れるべきものであるため、それについては、ここでは定めません。 

③ 印紙代、手数料等について 

 手続関係書類に必要な印紙代等の公租公課は、報酬等とは別に受けるものとします。また、個人情報の

保護に関する法律第 16 条第 2 項に規定する「個人情報取扱事業者(社会保険労務士も該当します)」が、

同条第4項に規定されている、その開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への

提供の停止(その存否が明らかになることにより公益その他の利益が害されるものとして政令で定める

ものは除く)を行うことのできる権限を有する対象たる個人データ(これを「保有個人データ」と言う)の

開示等のご請求に係る手数料については、1,100円を申し受けます。 

④ 緊急依頼 

 特に緊急を要するものについては、報酬等の額の20%を加算することができるものとします。 

⑤ 解約の報酬 

 個人のお客様や事業所様(従業員様個人)のご都合により着手後に解約する場合は、所定の報酬の額の

全額を請求することができるものとします。 

⑦ その他 

 個人のお客様や事業所様(従業員様個人)に災害その他特別の事情がある場合は、報酬の額を減免する

ことができるものとします。 

 

以上 

 

※ 令和6年10月1日 改定 
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